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令和元年９月市議会定例会提出案件 

 

提出案件 52 件 

 

議案 32 件 

予算案件 13件 

条例案件 13件 

単行案件 ６件 

報告案件 ６件 承認案件 14 件 

 

Ⅰ 予算案件 

 １ 令和元年度会津若松市一般会計補正予算（第３号） 

 ２ 令和元年度会津若松市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 ３ 令和元年度会津若松市湊町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 ４ 令和元年度会津若松市西田面簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 ５ 令和元年度会津若松市観光施設事業特別会計補正予算（第１号） 

 ６ 令和元年度会津若松市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 ７ 令和元年度会津若松市地方卸売市場事業特別会計補正予算（第１号） 

 ８ 令和元年度会津若松市扇町土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

 ９ 令和元年度会津若松市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 10 令和元年度会津若松市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 11 令和元年度会津若松市個別生活排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 12 令和元年度会津若松市三本松地区宅地整備事業特別会計補正予算（第１号） 

 13 令和元年度会津若松市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

Ⅱ 条例案件 

１ 会津若松市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

 ２ 地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例 

 ３ 会津若松市消防団員の任用、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

４ 会津若松市印鑑条例の一部を改正する条例 

５ 会津若松市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 ６ 会津若松市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

７ 会津若松市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

８ 会津若松市子どものための教育・保育給付の支給認定に関する条例及び会津若松市

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一部を

改正する条例 
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９ 英語指導助手の給料及び旅費に関する条例を廃止する条例 

 10 会津若松市森林環境基金条例 

11 会津若松市手数料条例の一部を改正する条例 

12 会津若松市水道部会計年度任用職員の給与に関する条例 

13 会津若松市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条 

 例 

 

Ⅲ 単行案件 

 １ 住居表示をする区域及び方法について 

 ２ 会津総合運動公園あいづ総合体育館屋根改修工事請負契約の一部変更について 

 ３ 市道の認定について 

 ４ 市道の廃止について 

 ５ 市道の変更について 

 ６ 平成 30 年度会津若松市水道事業剰余金の処分について 

 

Ⅳ 報告案件 

 １ 平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

 ２ 会津若松地方土地開発公社経営状況報告について 

 ３ 公益財団法人会津若松文化振興財団経営状況報告について 

 ４ 一般財団法人会津若松観光ビューロー経営状況報告について 

 ５ 一般財団法人会津若松市勤労者福祉サービスセンター経営状況報告について 

 ６ 株式会社まちづくり会津経営状況報告について 

 

Ⅴ 承認案件 

１ 平成 30 年度会津若松市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 ２ 平成 30 年度会津若松市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 ３ 平成 30 年度会津若松市湊町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 ４ 平成 30 年度会津若松市西田面簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 ５ 平成 30 年度会津若松市観光施設事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 ６ 平成 30 年度会津若松市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 ７ 平成 30 年度会津若松市公設地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算の認定につい 

  て 

 ８ 平成 30 年度会津若松市扇町土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定につい 

  て 

 ９ 平成 30 年度会津若松市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について 
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 10 平成 30 年度会津若松市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 11 平成 30 年度会津若松市個別生活排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 12 平成 30 年度会津若松市三本松地区宅地整備事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

 13 平成 30 年度会津若松市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 14 平成 30 年度会津若松市水道事業会計決算の認定について 
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Ⅱ 条例案件 

１ 会津若松市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

この案件は、会計年度任用職員の給与及び費用弁償の支給等について必要な事項

を定めるため、条例を制定しようとするものです。 

 

⑴ 制定内容 

 ① フルタイム会計年度任用職員の給与（給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間

外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期末手当）の算定、支給等につ

いて定めることとした。 

  ② パートタイム会計年度任用職員の給与（報酬及び期末手当）及びパートタイ

ム会計年度任用職員が通勤又は公務のために旅行する際の費用弁償の算定、支

給等について定めることとした。 

 

 ⑵ 施行期日 

   令和２年４月１日から施行することとした。 
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２ 地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例 

この案件は、地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、関係条例の整備を

するため、条例を制定しようとするものです。 

 

 ⑴ 制定内容 

① 次の条例について、会計年度任用職員制度の導入に伴い、条文の整理を行う

こととした。 

ア 職員の分限に関する条例 

イ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

ウ 公益的法人等への会津若松市職員の派遣等に関する条例 

エ 会津若松市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

② 会津若松市職員の退職手当に関する条例の一部改正 

   ア 会計年度任用職員に対する退職手当の支給に関し、必要な条文の整理を行

うこととした。 

   イ 成年被後見人等に係る欠格条項の見直しに伴い、退職手当の支給制限に関

し、必要な条文の整理を行うこととした。 

ウ その他、必要な条文の整理を行うこととした。 

③ 会津若松市職員の給与に関する条例の一部改正 

ア 成年被後見人等に係る欠格条項の見直しに伴い、期末手当及び勤勉手当の

支給に関し、必要な条文の整理を行うこととした。 

イ 会計年度任用職員の給与について、別条例により定めることとした。 

ウ その他、必要な条文の整理を行うこととした。 

④ 会津若松市非常勤職員の報酬等に関する条例の一部改正 

ア 会計年度任用職員制度の導入に伴い、本条例により報酬等が支給される職

員を特別職の非常勤職員とするとともに、必要な条文の整理を行うこととし

た。 

イ 本条例により報酬等を受ける者から社会教育指導員を除くこととした。 

ウ 学校医、学校歯科医、学校薬剤師の報酬額を定めることとした。 

  ⑤ 会津若松市職員等の旅費に関する条例の一部改正 

成年被後見人等に係る欠格条項の見直しに伴い、旅費の支給に関し、必要な

条文の整理を行うこととした。 

 

 ⑵ 施行期日等 

① 令和２年４月１日から施行することとした。ただし、⑴の②のウ、③のウは、

公布の日から、⑴の②のイ、③のア及び⑤は、令和元年 12 月 14 日から施行す

ることとした。 

② 退職手当の支給について、必要な経過措置を定めることとした。 
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３ 会津若松市消防団員の任用、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

この案件は、地方公務員法の一部改正に準じ、所要の改正措置を講じようとする

ものです。 

 

⑴ 改正内容 

① 地方公務員法の一部改正による成年被後見人等に係る欠格条項の見直しに準

じ、消防団員になることができない者から成年被後見人及び被保佐人を除くこ

ととした。 

  ② その他、必要な条文の整理を行うこととした。 

 

⑵ 施行期日等 

公布の日から施行することとした。ただし、⑴の①は、令和元年 12 月 14 日か

ら施行することとした。 

 

４ 会津若松市印鑑条例の一部を改正する条例 

この案件は、住民基本台帳法施行令等の一部改正に伴い、所要の改正措置を講じ

ようとするものです。 

 

⑴ 改正内容 

住民基本台帳法施行令等の一部改正により住民票等に旧氏を併記できることと

なることに伴い、旧氏での印鑑登録や印鑑登録証明書への旧氏併記を行えること

とした。 

 

⑵ 施行期日 

令和元年 11 月５日から施行することとした。 
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５ 会津若松市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

この案件は、子ども・子育て支援法施行令の一部改正に伴い、所要の改正措置を

講じようとするものです。 

 

⑴ 改正内容 

子ども・子育て支援法施行令の一部改正に伴い、市立幼稚園の保育料を徴収し

ないこととした。 

 

⑵ 施行期日等 

 公布の日から施行し、令和元年 10 月１日から適用することとした。 

 

６ 会津若松市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

この案件は、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に準じ、

所要の改正措置を講じようとするものです。 

 

⑴ 改正内容 

① 家庭的保育事業者等において確保が必要となる卒園後の受け皿に係る連携施

設（保育所等）について、その確保が著しく困難である場合には、市が適当と

認める企業主導型保育事業施設又は地方自治体が運営支援補助を行っている認

可外保育施設（いずれも入所定員が 20 名以上のものに限る。）を連携協力を行

うものとして確保することをもって、当該連携施設を確保しないことができる

こととした。 

② 満３歳以上の児童を受け入れている保育所型事業所内保育事業所で市が適当

と認めるものについては、利用乳幼児の卒園後の受け皿として必要とされる連

携施設（保育所等）を確保しないことができることとした。 

  ③ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）が連携施設

を確保しないことができる経過措置について、令和６年度末まで更に５年間延

長することとした。 

④ 家庭的保育事業者等の自園調理による食事の提供に係る規定の適用を延長す

る経過措置について、家庭的保育者の居宅以外の場所で保育を提供する場合に

ついて、令和６年度末まで更に５年間延長することとした。 

 

⑵ 施行期日 

 公布の日から施行することとした。 
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７ 会津若松市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

この案件は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の

一部改正に準じ、所要の改正措置を講じようとするものです。 

 

⑴ 改正内容 

① 家庭的保育事業者等において確保が必要となる代替保育の提供に係る連携施

設について、その確保が著しく困難である場合には、小規模保育事業者等を確

保することをもって、当該連携施設の確保に代えることができることとした。 

② 家庭的保育事業者等において確保が必要となる卒園後の受け皿に係る連携施

設（保育所等）について、その確保が著しく困難である場合には、市が適当と

認める企業主導型保育事業施設又は地方自治体が運営支援補助を行っている認

可外保育施設（いずれも入所定員が 20 名以上のものに限る。）を連携協力を行

うものとして確保することをもって、当該連携施設を確保しないことができる

こととした。 

③ 満３歳以上の児童を受け入れている保育所型事業所内保育事業所で市が適当

と認めるものについては、利用乳幼児の卒園後の受け皿として必要とされる連

携施設（保育所等）を確保しないことができることとした。 

④ 家庭的保育事業者等（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）が連携施設

を確保しないことができる経過措置について、令和６年度末まで更に５年間延

長することとした。 

⑤ 子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、子どものための教育・保育給付に

係る用語について条文の整理を行うこととした。 

⑥ 食事の提供に要する費用について、２号認定子どもへの副食費の提供に要す

る費用について、実費徴収を行うこととした（市民税所得割合算額が一定額以

下である保護者等の子ども及び同一世帯の小学校３年生までで第３子以降とな

る子どもに係るものを除く。）。 

 

⑵ 施行期日等 

 公布の日から施行し、⑴の⑥は、令和元年 10 月１日から適用することとした。 

 



 9

 

８ 会津若松市子どものための教育・保育給付の支給認定に関する条例及び会津若松

市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一

部を改正する条例 

この案件は、子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、所要の改正措置を講じよ

うとするものです。 

 

⑴ 改正内容 

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、子どものための教育・保育給付に係

る用語について条文の整理を行うこととした。 

 

⑵ 施行期日 

 公布の日から施行することとした。 

 

９ 英語指導助手の給料及び旅費に関する条例を廃止する条例 

この案件は、英語指導助手の任用の見直しに伴い、条例を廃止しようとするもの

です。 

 

⑴ 廃止内容 

  英語指導助手の給料及び旅費に関する条例を廃止することとした。 

 

⑵ 施行期日 

公布の日から施行することとした。 
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10 会津若松市森林環境基金条例 

この案件は、会津若松市森林環境基金を設置するため、条例を制定しようとする

ものです。 

 

⑴ 制定内容 

① 本市の森林整備及びその促進に要する資金に充てるため、会津若松市森林環

境基金を設置することとした。 

② 基金の積立て、管理、運用益金の処理の方法等について定めることとした。 

 

⑵ 施行期日 

 公布の日から施行することとした。 

 

11 会津若松市手数料条例の一部を改正する条例 

この案件は、建築基準法等の一部改正に伴い、所要の改正措置を講じようとする

ものです。 

 

⑴ 改正内容 

① 既存建築物の用途変更に伴う工事を２以上の工事に分けて行う場合に、一部

の法規制を緩和し、段階的に現行基準に適合させていくこととするための認定

申請手数料について定めることとした。 

② 建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合に、

一部の法規制を緩和するための許可申請手数料について定めることとした。 

③ 工業標準化法の改正等に伴う条文の整理を行うこととした。 

 

⑵ 施行期日 

 公布の日から施行することとした。 
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12 会津若松市水道部会計年度任用職員の給与に関する条例 

この案件は、会津若松市水道部の会計年度任用職員の給与の支給等について必要

な事項を定めるため、条例を制定しようとするものです。 

 

⑴ 制定内容 

① 水道部の会計年度任用職員の給与の種類を給料及び手当とした。 

② 水道部の会計年度任用職員の給料の額は、市の会計年度任用職員の給料の額

を基準として定めることとした。 

③ 水道部の会計年度任用職員の手当並びに休職中の当該職員の給与及び育児休

業中の当該職員の給与の支給について、会津若松市水道企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の規定を準用することとした。 

 

⑵ 施行期日 

 令和２年４月１日から施行することとした。 

 

13 会津若松市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例 

この案件は、地方公務員法の一部改正等に伴い、所要の改正措置を講じようとす

るものです。 

 

⑴ 改正内容 

① 成年被後見人等に係る欠格条項の見直しに伴い、会津若松市水道企業職員に

対する勤勉手当、期末手当及び退職手当の支給に関し、必要な条文の整理を行

うこととした。 

② 会計年度任用職員の給与について、別条例により定めることとした。 

③ その他、必要な条文の整理を行うこととした。 

 

⑵ 施行期日等 

① 令和２年４月１日から施行することとした。ただし、⑴の①は、令和元年 12

月 14 日から施行することとした。 

② 退職手当の支給について、必要な経過措置を定めることとした。 
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Ⅲ 単行案件 

１ 住居表示をする区域及び方法について 

この案件は、第 25 次住居表示整備事業を実施するに当たり、その区域及び方法に

ついて定めようとするものです。 

 

２ 会津総合運動公園あいづ総合体育館屋根改修工事請負契約の一部変更について 

この案件は、さきに議決を経た会津総合運動公園あいづ総合体育館屋根改修工事

請負契約について、その一部を変更しようとするものです。 

 

⑴ 工事名 

会津総合運動公園あいづ総合体育館屋根改修工事 

 

⑵ 契約金額 

  変更前 226,380,000 円 

   変更後 235,808,100 円 

 

３ 市道の認定について 

この案件は、開発行為により整備された路線をはじめ 26 路線について認定しよう

とするものです。 

 

４ 市道の廃止について 

この案件は、農業基盤整備事業により道路形状がなくなった路線をはじめ 15 路線

について廃止しようとするものです。 
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５ 市道の変更について 

この案件は、開発行為により延伸された路線をはじめ 16 路線について変更しよう

とするものです。 

 

６ 平成 30 年度会津若松市水道事業剰余金の処分について 

この案件は、平成 30 年度会津若松市水道事業会計決算に伴い、剰余金を処分しよ

うとするものです。 

 

剰余金処分に伴う会計処理 

・ 平成 30 年度末未処分利益剰余金     311,385,151 円 

・ 減債積立金に積み立てる額         16,000,000 円 

・ 建設改良積立金に積み立てる額      295,385,151 円 
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Ⅳ 報告案件 

１ 平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

この案件は、本市の健全化判断比率及び資金不足比率について報告するものです。 

 

２ 会津若松地方土地開発公社経営状況報告について 

３ 公益財団法人会津若松文化振興財団経営状況報告について 

４ 一般財団法人会津若松観光ビューロー経営状況報告について 

５ 一般財団法人会津若松市勤労者福祉サービスセンター経営状況報告について 

６ 株式会社まちづくり会津経営状況報告について 

この５案件は、各法人の経営状況について報告するものです。 
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Ⅴ 承認案件 

１ 平成 30 年度会津若松市一般会計歳入歳出決算の認定について 

２ 平成 30 年度会津若松市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

３ 平成 30 年度会津若松市湊町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について          

４ 平成 30 年度会津若松市西田面簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい      

 て 

５ 平成 30 年度会津若松市観光施設事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

６ 平成 30 年度会津若松市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

７ 平成 30 年度会津若松市公設地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算の認定につ 

いて 

８ 平成 30 年度会津若松市扇町土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定につ    

いて 

９ 平成 30 年度会津若松市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

10 平成 30 年度会津若松市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

11 平成 30 年度会津若松市個別生活排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

12 平成 30 年度会津若松市三本松地区宅地整備事業特別会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

13 平成 30 年度会津若松市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

14 平成 30 年度会津若松市水道事業会計決算の認定について 

この 14 案件は、平成 30 年度会津若松市各会計決算について、認定を求めようと

するものです。 

 


